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消費生活

対象と目的

氏名

電話

安全で安心して暮らせるまちづくり

安全で快適に暮らせるまちづくり
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(高 ～ 低)
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消費生活推進事業

消費生活団体支援事業

587

備　　前 　市 　施 　策 　評 　価 　シ 　ー 　ト
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政策の体系
基本目標（大項目）

0基本施策（中項目）
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直　接
事業費

事務事業
施策を構成する

事　務　事　業

評価結果
細　事　業

単 市

単 市

単 市

消費生活相談事業

消費生活問題研究協議会事業

消費生活啓発事業

事業分類

⑥ 施策構成事務事業の評価

備前市総合計画の内容から記載する

・

・

・

・

・

・

・

対象と目的

施策展開 消費者保護の推進
③ 消費者教育の実践

リサイクル運動の推進

消費者団体の育成・支援(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

平成19年度 平成20年度 平成21年度

(誰のために、何の
ために)

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

市民の消費生活の安定と消費者保護を推進する。

近年、私たちの暮らしは、社会経済の発展、商品、サービスの多種・多様化により、豊かで質の高いものになっており、
一方では、販売競争の激化に伴う契約等に関するトラブルや商品の安全性や品質など、さまざまな問題を生じていま
す。
消費問題の対応は、消費者、事業者、地域、行政が一体となって取り組むとともに、消費者自らの力で自主的、合理
的な消費生活の実現を目指して行動することが一層重要であります。今後も消費者の意識高揚を図ることが必要と
なっています。

現況と課題
②

④市民意識調査による施策の重要度・満足度

県消費生活センター

説明・期待される効果

＜成果指標の妥当性＞
施策の目的・成果を表現してい
るか？

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

相談業務 相談対応のためには、幅広い専門知識が必要であるためシンクタンクとしての活用やより高度な
対応の依頼・紹介先として活用している。

3

5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

この施策に費やした資源（単位：千円，人）

新規に必要な事業・連携が必要な事業

22.3

- 10.7- 20.9

22.8

H20 H21

20.1

- 15.7
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項　　　目

調査結果に対するコメント、
市民の反応等

調査対象でない施策
は、市民の反応等

重要度（%）

満足度（%）

＜事業構成の適当性＞

現状にあった調査結果であると思います。ただ、高齢者からの相談件数については、長期的には被害が少ないと
いうことで下がることが望ましいが、短期的には相談窓口の充実で潜在的な高齢者被害が増えないことを目指して
いるので成果指標の相談割合は高くなるものと見込みます。以上、市民のニーズは年々高まっていることから、相
談業務を中心に施策の充実を検討したい。

調査年度

実施主体

H19

- 17.2

H22

19.6

212

平成19年度

0.32

平成20年度 平成21年度

3,045 0.31 3,194126140

1 消費者保護につながるため消費者トラブルにあったことのある市民の割合を指標とすることは妥当である。

消費者 意 向 を なも あ

評価

1,297 0.17
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⑧ 施策の評価

⑦ ⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度 満足度

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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平　均

高低

高

低
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％

％

件

件

％

％
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7.3

H21

8.0

4.3

H20

市民意識調査（１００以下で達成）
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5.0

目標値

役職

氏名

市民生活部長

野上　茂之

翌年度（H23年度）取組目標30

－

被害者数の把握と被害防止
（１００以下で達成）

H23

本年度と同様の内容を継続して努力する。30

7.0

過年度実績

H19

評価年度

91.3

8.1

30.0参
考
指
標
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93.3

ベンチマーク

達成率
消費者からの相談件数

目標 30

実績

H28 25.0

H22

25.0

－

成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

5.0

H22

H23

6.0

H28

3228

106.7

－

H28

H22

H23

240.0

高齢者（６０歳以上）の相談件数／
総相談件数
（１００以下で達成）

30

7263

30

210.0

目標

達成率 166.7

実績
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考
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標
②

高齢者からの相談件数
50

30

ベンチマーク

3

39

130.0

＜施策の有効性＞
指標分析、評価年度･ 中長期の
達成見込みは？

3 中立

二次評価者コメント

＜事業構成の適当性＞
手段は最適か？

施策に対する成果指標名

30.0

30.0

10.0

81.0

－

30.0

－

単
位

61.4

この１年間に何らかの消費者ト
ラブルにあったことのある市民
の割合

ベンチマーク

達成率
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成
果
指
標

基本施策への
貢献度

本年度（H22年度）取組内容
（課 題 解 決 状 況）

2 消費者の意識向上を図る妥当なものである。

－
会員は、各種研修会に積極的に参加し、相互の連携を深めるとともに情報交換を行い、新たな会員獲得にも努めてもら
いたい。
相談業務については、来庁者に親切かつ迅速な対応に心がけること。

3 有効な施策であり継続して実施する。

県消費生活センターとの連携を強化し、広報啓発活動や相談体制の充実を図る。

⑤ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

人

人

％

－

H28

H23249

H22200

234

② ベンチマ ク

参
考
指
標
③

消費生活研修会参加者数
230

115.0

200目標

実績

達成率

ベンチマーク

117.0

賢い消費者の増加

124.5

200

－

200

250

250

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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度
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